(別添様式１)
平成２４年度当初予算　　　支出科目　　款：民生費　　項：社会福祉費　　目：老人福祉費
	事業名: 主治医研修事業費（国補）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
　　　　　　　　　　健康福祉部　高齢福祉課　介護保険者担当　電話番号：058-272-1111（内2598）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　E-mail：c11215@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　要求額：1,874千円　（前年度予算額：1,874千円）
	要求内容


	１　要求の内容


介護保険法では、被保険者から要介護認定の申請を受けた市町村等は「身体上又は精神上の障害
の原因である疾病または負傷の状況等」について、主治医から意見（主治医意見書）を求めること
とされており、その記載方法を県内の医師に周知するために事業化されたが、主治医意見書の重要
性や記載内容の徹底が図れていない。特に、病院勤務医を中心に、提出の遅れ・書類不備が相当数
認められ認定審査に与える影響が大きい。
このため、要介護認定に係る主治医意見書記載内容等の充実を図るため、医師を対象とした研修
会を開催し、その内容並びに主治医の役割の重要性について周知を図る。                           〔人数〕1,000人
〔回数〕７回（岐阜･西濃･中濃･東濃･飛騨の各圏域）
〔時期〕平成２４年４月～２５年３月
〔内容〕・主治医意見書記載の留意点
　　　　　　・主治医意見書の特記事項と審査会での読み取り方等
　　〔実施主体〕県　(社)岐阜県医師会へ委託

　　　　　　　　　主治医の重要性が医師会全体の取り組みとして期待でき、研修後の専門的なフォ

ローが可能であることから委託先とする。　

　　〔負担区分〕国1/2、県1/2
	２　所要経費


委託料：1,874千円
	これまでの取組と成果


	１　長期構想上の位置付け


	２　これまでの取組状況


平成11年度より実施

平成22年度開催状況　７回（岐阜地区3回、西濃・中濃・東濃・飛騨各1回）　345人参加
	３　これまでの取組に対する評価


研修の実施により、要介護認定に係る主治医意見書記載内容等、並びに主治医の役割の重要性に
ついて周知が図られた。今後も継続的に実施することで、介護保険制度の円滑な運営を図る。
	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫
支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産収　入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般
財　源

	前年度
予算額
	1,874
	937
	
	
	
	
	
	
	937

	要求額
	1,874
	 937
	
	
	
	
	
	
	937

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


